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市内米軍施設に係る主な経過について 

 

１ 平成26年６月４日以降の経過 

 

平成26年 

６月４日  基地対策特別委員会 

議題 １ 平成26年度の委員会運営方法について 

２ 市内米軍施設の現況等について 

 

６月４日  平成26年度第１回金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会 

議題 １ 池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における米軍家族 

住宅等の建設について 

             

６月24日  「国の制度及び予算に関する提案・要望書」を発表 

【市内米軍施設の返還と跡地利用への支援等】 

（内閣府、財務省、国土交通省、防衛省） 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還 

２ 跡地利用の具体化に向けた支援等 

３ 米軍施設及び返還施設周辺の生活環境の維持向上 

４ 池子住宅等建設に関する地元要望の最大限の尊重 

※市長が内閣官房長官、国土交通大臣政務官に手交（６月26日） 

 

６月26日  平成25年12月16日に三浦市内で発生した米海軍ヘリコプターの不時着事故の

調査結果について防衛省から情報提供 

 

６月30日  深谷通信所の返還 

 

７月11日  ７月９日に防衛省から連絡があったオスプレイの厚木基地への飛来について、

厚木基地関係自治体として防衛省に対し、国の責任において丁寧かつ具体的

な説明を行うこと等について要請 

 

７月15日  オスプレイ１機がキャンプ富士への人員輸送に際して厚木基地に初飛来 

７月18日 同機が帰投の際に再度、厚木基地に飛来 

 

７月15日  平成26年度第２回金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会 

議題 (仮称)小柴貯油施設跡地公園の基本計画について 

 

７月22日  (仮称)小柴貯油施設跡地公園の基本計画を確定 

       参考 市民意見募集期間 平成26年５月７日～６月13日 

 

７月23日  平成26年１月９日に綾瀬市内で発生した米海軍航空機からの部品落下事故の

調査結果について防衛省から情報提供 

基地対策特別委員会資料

平成 26 年９月 19 日

政 策 局

資 料 １



2 
 

 

８月１日  オスプレイの厚木基地への飛来について、厚木基地関係自治体として、再度、

防衛省に対し、国の責任において丁寧かつ具体的な説明を行うこと等につい

て要請 

 

８月18日  根岸住宅地区の４か所のゲートのうち２か所のゲートが８月25日に閉鎖され

ること等について、本市から防衛省に対し、ゲートの通行確保をはじめとす

る地区内に居住する市民の生活環境の確保について要請 

      ※８月25日にも防衛省及び米軍に対し要請 

 

８月18～25日 オスプレイ４機が東富士及び北富士演習場での訓練に際して厚木基地に飛来 

 

８月19日  基地対策特別委員会視察 

市内米軍施設及び区域等（ヘリコプターによる視察） 

 

８月20日  神奈川県基地関係県市連絡協議会が「平成27年度 基地問題に関する要望書」

を国に提出 

【平成27年度 基地問題に関する要望書】 

重点要望項目 

 １ 米軍基地の整理・縮小・早期返還を推進されたい 

 ２ 厚木基地における航空機騒音を解消されたい 

 ３ 米国原子力艦の事故による原子力災害対策を強化充実されたい 

 ４ 日米地位協定の見直しを行うとともに、その運用について、適切な

改善を図られたい 

 ５ 住宅防音工事等、騒音対策の充実を図られたい 

 ６ 国による財政的措置及び各種支援策を充実されたい 

 

８月29日  防衛省が「平成27年度概算要求」について本市に連絡 

１ 池子住宅地区及び海軍補助施設 

・根岸住宅地区の返還に伴う建物移設工事(環境影響評価及び基本設計)

調査・設計           約１億７千９百万円 

２ 横浜ノース・ドック 

 ・雨水排水施設 本工事      約１億１千１百万円 

 ・管理棟(憲兵隊)(改築) 本体工事 約４億２千６百万円 
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２ 本年度委託発注している跡地利用検討等に係る業務 

 

(1) 旧深谷通信所 

件 名 平成26年度深谷通信所返還跡地利用調査業務委託 

期 間 平成26年５月２日から平成27年３月27日まで 

委 託 金 額 4,190,400円 

委 託 先 株式会社 ランズ計画研究所 

内 容 ・跡地利用基本計画の検討 

・周辺道路の検討 等 

 

 

(2) 上瀬谷通信施設 

件 名 平成26年度上瀬谷通信施設返還跡地利用調査業務委託（その１） 

期 間 平成26年５月26日から平成27年３月27日まで 

委 託 金 額 2,084,400円 

委 託 先 株式会社 総合環境計画 横浜事務所 

内 容 ・アンケートの集計・分析 

・民有地の農業振興策の検討 等 

 

 

(3) 根岸住宅地区 

件 名 平成26年度根岸住宅地区返還跡地利用調査業務委託 

期 間 平成26年４月30日から平成27年３月27日まで 

委 託 金 額 2,106,000円 

委 託 先 株式会社 八州横浜支社 

内 容 ・まちづくり計画の検討 

・事業計画に関する予備検討 等 

 

 


